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平成 22年度退職金制度実態調査 
―調査結果の概要－ 

 
１ 調査の概要 
 （１）調査の目的 

本調査は、福岡県内の事業所の退職金制度の実態及び退職金の支給水準を明ら

かにするため、本年度初回のアンケート調査を行ったもの。今後、経年的に把握

することとする。 
 
 （２）調査時点 

  平成 22年 9月 1日現在。 
 
 （３）調査対象  

福岡県内の「製造業」「建設業」「運輸交通業」「卸・小売業」「理美容業」「金融

広告業」「通信業」「教育・研究業」「保健衛生業（医療保健業、社会福祉施設）」

「接客娯楽業（旅館、飲食店）」「清掃業」「その他の事業（派遣業、警備業）」を

営む労働者数１～1,000人の民間の事業所から規模・業種ごとに一定の割合で任
意に抽出し 1,630事業所を調査対象とした。 
業種分類は「労働基準局報告例規基準業種分類」による。 

 
 （４）調査方法 

  郵送により調査票を送付・回収する通信調査。 
 

 （５）回答状況 
調査対象事業所のうち回答があったのは７３５事業所（回答率４５．１％）で、

このうち記載不備等を除いた７２９事業所について集計した。（表１） 
 

 （６）注意事項 
問９のモデル退職金は、支給総額(A+B)＝一時金(A)＋年金現価(B) となるよう

にアンケート調査をおこなった。そのため、平均額については下記 例）のとお

り(A+B)＝(A)＋(B)という結果にはなっていない。 
 
例）  支給総額 

(A+B) 
（千円） 

一時金 
(A) 
（千円） 

年金現価 
(B) 
（千円） 

 Ａ社 1000 500 500 
 Ｂ社 1000 1000 0 
 Ｃ社 1000 0 1000 
 合計額 3000 1500 1500 
 平均額 1000 750 750 
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1～9人 10～49人 50～99人 100～299人 300～1000人

1 2 3 4 5
１－１ 食料品製造業 59 19 1 3 2 10 3

１－２・３繊維工業・繊維製品製造業 14 5 0 1 1 3 0

１－４・５
木材・木製品、家具・装備
品製造業

20 14 0 7 5 2 0

１－６
パルプ・紙・紙加工品製造
業

20 11 1 5 4 1 0

１－７ 印刷・製本業 40 14 2 4 3 3 2

１－８ 化学工業 41 23 0 5 6 9 3

１－９ 窯業土石製品製造業 23 14 3 2 3 5 1

１－１０ 鉄鋼業 20 13 0 3 4 5 1

１－１
１・１２

非鉄金属・金属製品製造業 47 22 0 6 3 10 3

１－１３ 一般機械器具製造業 54 29 5 3 12 7 2

１－１４ 電気機械器具製造業 47 18 1 2 7 6 2

１－１５ 輸送用機械器具製造業 54 22 1 3 8 7 3

１－１６ 電気・ガス・水道業 8 3 0 1 2 0 0

１－１７
その他の製造業（自動車整
備業、クリーニング業）

49 20 0 5 5 8 2

496 227 14 50 65 76 22

３ 建設業 101 48 5 13 15 10 5

４
運輸交通業（タクシー、バ
ス、道路貨物）

56 25 2 4 6 7 6

８－１・２卸売・小売業 214 87 4 19 30 20 14

８－３ 理美容業 18 4 1 1 1 1 0

９ 金融広告業 110 31 2 13 6 8 2

１１ 通信業 32 13 0 2 6 3 2

１２ 教育・研究業 92 54 5 13 11 17 8

１３
保健衛生業（医療保健業、
社会福祉施設）

194 120 12 26 34 39 9

１４
接客娯楽業（旅館、飲食
店）

158 57 5 15 18 18 1

１５ 清掃業 80 33 1 5 6 10 11

17
その他の事業（派遣業、警
備業）

79 30 2 3 12 8 5

1134 502 39 114 145 141 63

1630 729 53 164 210 217 85

- 100.0% 7.3% 22.5% 28.8% 29.8% 11.7%

計

規模別割合

調査対象事業所の業種別・規模別内訳　　　　　　　　　　

製造業計

非製造業計

回答事業所数対象事業所数業　　種業種分類番号

表１ 
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２ 調査の記入要領及び定義 

Ⅰ事業所に関する事項 

（１）「労働者数」は、平成22年9月1日現在の従業員数（臨時、パートタイム労働

者を含む。）である。また、企業で事業所が複数ある場合は、同一場所にあり、

労務管理が一体として行われている事業所を１事業所としている。 

 

Ⅱ退職金等に関する事項 

（１）正社員（パートタイム、有期雇用労働者等を除く）における退職金制度につい

て回答している。 

[問４について] 

（２）中小企業退職金共済制度(略称：中退共) 

中小企業退職金共済事業団が「中小企業退職金共済法」に基づいて運営するも

ので、退職金制度を持つことが困難な中小企業に国の援助で大企業と同じよう

な退職金を支払うことができるようにすることを目的とした制度である。 
（３）特定退職金共済制度 

退職金の準備を計画的にさせることを目的に、市町村・商工会議所が所得税法

施行令（第73条）に基づいて運営するもので、業界あるいは地域ごとの独自な

共済制度である。 

（４）厚生年金基金 

厚生年金保険法でいう老齢年金および通算老齢年金の報酬比例部分を企業年金

で代行する年金制度である。 

（５）確定給付企業年金 

拠出した掛金の累計額とその運用収益で、あらかじめ給付額が決定されている

年金制度である。 

（６）確定拠出年金 

拠出された掛金が個人ごとに明確に区分され、掛金とその運用収益の合計額を

基に給付額が決定される年金制度である。（掛金を決定して、給付は運用次第） 

（７）適格退職年金(略称：適年) 

事業主と信託銀行または生命保険会社が退職年金の支給を目的とした信託契約

または生命保険契約を結び、税法上、事業主の掛金を損金として取り扱うこと

が認められている年金制度である。ただし、平成 24年 3月 31日をもって廃止

になることが決定している。 

[問６について] 

（８）テーブル方式 

退職一時金算定のために、賃金表とは別に算定基礎額表を設け、基礎額を賃金

とは別の体系またはテーブルにしている方法。 

（９）定額方式 

勤続年数等に応じ、退職一時金そのものを定めている方法。 

（10）ポイント制方式 

役職や資格あるいは給与などに対して点数を決めたうえ、勤続期間中に累積し
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た点数を基礎として退職一時金を算定する方法。 

[問９について] 

（11）モデル退職金表がない場合は、モデル条件（設定条件）に合致する従業員がい

ればその賃金を、いない場合にはモデル賃金に最も近い標準的な従業員につい

て回答している。 

（12）標準的な従業員 

正規に進学、卒業後直ちに就職し、同一企業にて勤続して標準的なペースで昇

給昇進した従業員。 

（13）年金現価 

何年間かにわたって支払うべき年金額の総額から、その間に生ずる利息分を控

除して現在の金額に換算した額。 
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３ 調査結果の概要（詳細は別表として末尾に添付する） 
 （１）退職金支給の有無 

 回答事業所７２５社について、「就業規則等に退職金支給規定を定め支給してい

る」が６２２社（８５．８％）、「規定はないがその都度検討し支給している」が 
２７社（３．７％）、「餞別金等を支給している」が９社（１．２％）、「退職金等の

支給なし」が６７社（９．２％）となっている。 
 

表２
　　　　　　　　　　企業規模(人)

回答
１～９ １０～４９ ５０～９９ １００～２９９ ３００～１０００ 計

就業規則等に退職金を定
め、支給している

59.6% 78.5% 89.9% 90.3% 94.1% 85.8%

別に規定は設けていない
が、その都度検討している 21.2% 4.9% 2.4% 0.9% 1.2% 3.7%

退職金の支給はないが、
これに代えて餞別金（金一
封）等を支給している

1.9% 0.6% 1.4% 1.4% 1.2% 1.2%

退職金等一切の支給はない 17.3% 16.0% 6.3% 7.4% 3.5% 9.2%

計 100% 100% 100% 100% 100% 100%

 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 

グラフ１ 
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（２）退職金受給に必要な最低勤続年数 

 回答事業所６６１社について、「１年以上 2年未満」が１９４社（２９．３％）、
「２年以上３年未満」が８８社（１３．３％）、「３年以上４年未満」が３００社 
（４５．４％）、「定めていない」が４０社（６．１％）となっている。 
 

表３
　　　　　　　　　　企業規模(人)

回答
１～９ １０～４９ ５０～９９ １００～２９９ ３００～１０００ 計

1年以上2年未満 20.5% 28.4% 30.5% 29.8% 32.1% 29.3%
2年以上3年未満 6.8% 14.9% 12.2% 16.2% 9.9% 13.3%
3年以上4年未満 50.0% 37.6% 48.2% 43.9% 53.1% 45.4%
4年以上5年未満 2.3% 2.1% 0.0% 1.5% 1.2% 1.2%
5年以上 2.3% 5.7% 5.1% 5.1% 2.5% 4.7%
定めていない 18.2% 11.3% 4.1% 3.5% 1.2% 6.1%

計 100% 100% 100% 100% 100% 100%

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

グラフ２ 
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 （３）退職金の支給形態 
 回答事業所６６３社について、「退職一時金のみ」が４０２社（６０．６％）、「退

職年金のみ」が２２社（３．３％）、「一時金と年金の併用」が２１１社（３１．８％）、

「その他」が３２社（４．２％）となっている。 
 
表４
　　　　　　　　　　企業規模(人)
回答

１～９ １０～４９ ５０～９９ １００～２９９ ３００～１０００ 計

退職一時金のみ 75.0% 69.3% 65.5% 55.2% 40.2% 60.6%
退職年金のみ 4.5% 2.9% 2.0% 3.9% 4.9% 3.3%
退職一時金と年金の併用 13.6% 24.1% 26.9% 37.4% 52.4% 31.8%
その他 6.8% 3.6% 5.6% 3.4% 2.4% 4.2%

計 100% 100% 100% 100% 100% 100%

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

グラフ３ 



8 
 

（４）退職一時金支払のための準備形態 
回答事業所５７７社について、「社内準備」が２５０社（３７．４％）、「中小企

業退職金共済制度」が１２３社（１８．４％）、「特定退職金共済制度」が５９社 
（８．８％）、「社内準備と他制度との併用」が１４５社（２１．７％）、「その他」

が９２社（１３．８％）となっている。 
 
表５
　　　　　　　　　　企業規模(人)

回答
１～９ １０～４９ ５０～９９ １００～２９９ ３００～１０００ 計

社内準備 39.1% 35.6% 36.2% 36.6% 44.3% 37.4%
中小企業退職金共済制度 21.7% 26.7% 20.8% 14.9% 5.1% 18.4%
特定退職金共済制度 21.7% 11.1% 6.8% 8.4% 3.8% 8.8%
社内準備と他制度との併用 8.7% 14.1% 19.3% 27.2% 34.2% 21.7%
その他 8.7% 12.6% 16.9% 12.9% 12.7% 13.8%

計 100% 100% 100% 100% 100% 100%

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

グラフ４ 
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（５）社内準備の保全措置 
 前問で社内準備を行っている事業所のうち、「銀行等金融機関と保証契約を結ん

でいる」が７０社（２０．４％）、「労働者を受益者とする信託契約を信託会社と結

んでいる」が５０社（１４．６％）、「退職手当保全委員会を設置している」が２社

（０．６％）、「その他」が２２１社（６４．４％）となっている。 
 「その他」の内訳としては、「自己資金、預金」「社内引当金として毎月積み立て

ている」「退職金用に定期積立や養老保険等で積み立てている」「特になし」などで

あった。 
 

表６
　　　　　　　　　　企業規模(人)

回答
１～９ １０～４９ ５０～９９ １００～２９９ ３００～１０００ 計

銀行、その他の金融機関
と保証契約を結んでいる 15.8% 22.8% 21.0% 16.1% 27.3% 20.4%

労働者を受益者とする信
託契約を信託会社と結ん
でいる

5.3% 8.8% 18.0% 12.5% 21.8% 14.6%

退職手当保全委員会を設
置している 0.0% 0.0% 0.0% 0.9% 1.8% 0.6%

その他 78.9% 68.4% 61.0% 70.5% 49.1% 64.4%

計 100% 100% 100% 100% 100% 100%

 

 

 
 
 
 
 
 
 

グラフ５ 
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（６）退職一時金の算定基礎額 
 退職一時金の算定基礎額に何を用いるかについては、「基本給」が２１４社 
（３３．４％）、「基本給＋諸手当」が３８社（５．９％）、「基本給の一部」が 
４２社（６．６％）、「賃金体系とは別途設定」が２９０社（４５．２％）であった。 
 賃金体系と別途設定する場合、そのうち「テーブル方式」が５１社（１９．２％）、

「定額方式」が５７社（２１．４％）、「4ポイント制方式」が１５８社（５９．４％）
であった。 
表７
　　　　　　　　　　企業規模(人)

回答
１～９ １０～４９ ５０～９９ １００～２９９ ３００～１０００ 計

基本給 45.2% 32.5% 33.2% 36.7% 25.6% 34.0%
基本給＋諸手当 2.4% 5.7% 5.3% 6.6% 6.4% 5.8%
基本給の一部 0.0% 5.7% 5.3% 8.2% 7.7% 6.2%
賃金体系とは別途設定 35.7% 47.2% 46.5% 42.9% 53.8% 45.7%
　　①テーブル方式 20.0% 28.8% 20.3% 10.5% 16.2% 18.5%
　　②定額方式 50.0% 30.8% 21.5% 17.1% 5.4% 20.9%
　　③ポイント制方式 30.0% 40.4% 58.2% 72.4% 78.4% 60.6%
その他 16.7% 8.9% 9.6% 5.6% 6.4% 8.3%

計 100% 100% 100% 100% 100% 100%

 

基本給

33%

基本給＋諸

手当
6%

基本給

の一部
7%

賃金体系とは

別途設定

45%

その他

9%

退職一時金の算定基礎

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

グラフ６ 
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（７）退職一時金の勤続年数別の支給率 
 退職一時金の算定基礎を基本給（又は基本給の一部）と回答した事業所のうち、

勤続年数による支給率は、会社都合の場合平均すると勤続３年で２．９か月分、勤

続５年で５．１か月分、勤続１０年で１１．０ヶ月分、勤続２０年で２６．０ヶ月

分、勤続３０年で４１．６ヶ月分となっている 
 

表８
定年退職の場合
勤続年数 3 5 10 15 20 25 30 35 40
支給月数（か月分） 2.50 4.34 9.70 16.03 23.27 30.96 37.67 43.76 47.81

会社都合退職の場合

勤続年数 3 5 10 15 20 25 30 35 40
支給月数（か月分） 2.93 5.05 11.02 17.97 25.97 34.26 41.59 48.19 53.03

自己都合退職の場合

勤続年数 3 5 10 15 20 25 30 35 40
支給月数（か月分） 1.88 3.38 7.78 13.35 20.24 27.31 33.75 39.24 43.08

勤続

勤続

勤続

 

 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

グラフ７ 
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（８）退職年金の支払準備形態 
 退職年金として支払う場合、その支払準備形態は、「厚生年金基金」が３９社 
（１４．５％）、「確定給付企業年金」が１２０社（４４．６％）、「確定拠出年金（企

業年金）」が７０社（２６．０％）、「適格退職年金」が５０社（１８．６％）、「企

業独自の年金（非適格年金）」が６社（２．２％）となっている。 
表９
　　　　　　　　　　企業規模(人)

回答
１～９ １０～４９ ５０～９９ １００～２９９ ３００～１０００ 計

厚生年金基金 30.0% 22.0% 14.5% 10.8% 5.3% 13.3%
確定給付企業年金 10.0% 38.0% 39.5% 38.7% 56.1% 41.3%
確定拠出年金（企業年金） 20.0% 24.0% 25.0% 23.7% 21.1% 23.4%
適格退職年金 20.0% 10.0% 15.8% 22.6% 10.5% 16.1%
企業独自の年金（非適格年金） 10.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.3%
その他 10.0% 6.0% 5.3% 4.3% 7.0% 5.6%

計 100% 100% 100% 100% 100% 100%

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

グラフ７ 
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（９）モデル退職金 
① 全企業規模平均の退職金の水準は下表のとおりで、会社都合による退職の場合 
 大学卒で勤続年数 10年目で１６６．１万円（自己都合１１９．０万円）、20年 
 目で５１２．９万円（自己都合４４５．３万円）、30年目で１，０４３．７万円 
 （自己都合９１９．６万円）、35年目で１，２７３．０万円（自己都合 
 １，１４１．６万円）となっている。 

平均（全企業規模） 表１０

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)

(千円)

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)

(千円)

10 32 1,661.4 1,454.7 1,159.7 1,189.5 1,061.6 793.8
20 42 5,128.7 4,384.0 3,632.5 4,452.7 3,578.2 3,071.4
30 52 10,437.4 9,022.3 9,338.6 9,195.7 7,840.5 6,926.8
35 57 12,729.6 10,760.1 9,030.5 11,415.9 9,551.7 8,702.4

14,858.0 12,081.6 10,074.9

10 28 1,211.5 1,091.5 896.5 883.8 784.5 715.6
20 38 3,704.3 3,164.8 2,766.2 3,075.4 2,600.2 2,360.5
30 48 7,528.2 6,414.8 5,703.1 6,533.7 5,618.8 5,191.7
35 53 9,280.6 7,893.7 6,901.5 8,398.2 7,019.2 6,656.2
40 58 11,073.7 9,063.9 8,441.5 10,208.8 8,198.2 8,287.4

12,902.9 10,428.5 8,943.2

10 25 948.9 866.4 980.8 733.9 673.0 641.0
20 35 2,770.2 2,470.5 2,762.2 2,388.2 2,076.5 2,480.2
30 45 5,325.3 4,734.7 5,514.2 4,906.7 4,228.7 5,463.1
40 55 7,467.8 6,556.7 7,347.9 6,951.9 5,885.0 7,392.8
45 60 8,607.0 7,516.4 8,994.4 7,926.7 6,605.6 9,477.8

10,646.7 10,892.0 10,683.6

中
学
卒

定年
(60歳)

高
校
卒

定年
(60歳)

学
歴

勤

続

年

数

年
齢

支給総額
(A+B)
(千円）

支給総額
(A+B)
(千円）

設定条件 会社都合 自己都合

大
学
卒

定年
(60歳)

 

 
注１）企業が設定している退職金制度においては、学歴や年齢を設定条件とせず、勤続年数のみ

を設定条件としている企業が多かった。 

注２）学歴において、中学卒を想定している企業は少なく、実際に実在する中卒者も少ないこと

から、中学卒のモデル退職金額は、必ずしも実態を反映していない可能性がある。 

 

グラフ８ 
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② 企業規模別に比較すると、会社都合退職の場合、大卒で勤続 10年目１～9人 
 規模では、１１６．２万円、50～99人規模で１４３．６万円、300～1000人規 
 模で２３６．４万円となっており、300～1000人規模は１～9人規模の 2倍とな 
 っている。 
  同じく会社都合退職の場合、大卒勤続 30年目で、１～9人規模で５９４．９ 
 万円、50～99人規模で９３８．８万円、300～1000人規模で１，３４４．０万 
 円となっており、やはり 300～1000人規模は１～9人規模の２倍以上となってい 
 る。 

企業規模別の比較 （単位　　年、歳、千円）　 表１１

学
歴

勤
続
年
数

年
齢

1～9人 10～49人 50～99人 100～299人 300～1000人

10 32 1,161.2 1,368.6 1,435.9 1,780.9 2,363.7
20 42 3,285.3 4,159.3 4,454.0 5,658.0 6,978.3
30 52 5,948.6 8,552.3 9,387.8 11,616.9 13,440.3
35 57 7,000.7 10,547.0 11,280.9 14,139.9 16,722.1

8,416.4 11,875.0 13,362.0 16,421.3 19,922.9
10 28 1,034.4 1,042.4 1,138.2 1,199.4 1,654.9
20 38 2,615.0 3,033.8 3,542.6 3,824.7 4,957.7
30 48 4,821.7 6,343.5 7,158.9 7,972.5 9,663.5
35 53 5,943.2 7,968.4 8,747.3 9,748.6 11,986.0
40 58 6,825.1 9,095.1 10,341.0 11,681.4 15,115.0

7,240.1 10,668.5 12,700.7 12,952.5 17,016.9

10 25 1,003.5 791.5 1,040.1 1,028.6 770.2
20 35 2,348.3 2,217.8 3,257.5 2,925.9 2,274.2
30 45 4,038.0 4,134.9 6,372.0 5,701.5 4,415.8
40 55 5,274.6 6,121.8 8,616.8 7,735.4 6,851.2
45 60 6,079.6 6,928.0 9,876.2 8,849.5 8,407.0

6,833.5 8,905.6 11,408.2 10,610.4 13,158.4

中
学
卒

定年
(60歳)

設定条件 企業規模

大
学
卒

定年

高
校
卒

定年
(60歳)

 
注１）学歴で、大企業になるほど中学卒を想定している企業は少なく、実際に実在する中卒者も

少ないことから、中学卒のモデル退職金額は、必ずしも実態を反映していない可能性がある。 

 

 

グラフ９ 
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③ 業種別に比較すると、定年退職の場合の退職金総額は、教育研究業が最も高く、 
  大学卒で２，４９５．８万円（高校卒２，３０２．３万円）、２番目に高いのが 
  金融・広告業で大学卒１，９２２．０万円（高校卒１，６９０．３万円）、3番目 
  が建設業で大学卒１，８４６．７万円（高校卒１，７１６．１万円）４番目が保 
  健衛生業で大学卒１，２８６．４万円（高校卒１，２６６．２万円）となってい 
  る。 

1032 1,476.7 1,158.3 723.0 1,237.3 1,277.8 -
2042 4,381.7 3,691.0 2,699.0 4,118.1 4,485.7 -
3052 8,857.6 7,553.8 5,204.0 9,671.4 9,968.2 9,614.0
3557 10,974.8 9,839.5 6,456.0 12,059.5 12,917.2 9,866.0

12,999.3 11,880.9 7,207.0 11,252.2 - -

1028 1,172.6 891.9 723.0 943.3 908.8 -
2038 3,544.6 2,748.4 2,699.0 3,181.3 3,814.4 -
3048 7,167.6 6,083.8 5,204.0 6,436.4 8,807.7 -
3553 8,887.2 7,984.9 6,456.0 8,813.0 11,600.5 -
4058 10,542.5 9,462.4 7,711.0 10,518.9 13,618.7 -

12,129.6 10,877.9 8,463.0 11,089.3 - -

1025 962.1 641.0 - 662.6 1,485.0 -
2035 2,752.4 2,275.6 - 2,041.0 1,670.5 -
3045 5,354.9 5,141.4 - 5,067.5 3,230.5 -
4055 7,688.9 7,355.0 - 6,335.4 5,886.5 -
4560 8,799.1 8,147.1 - 5,789.4 5,747.0 -

10,385.9 9,751.5 - - - -

1032 2,712.8 1,453.7 1,674.0 940.6 978.2 793.8
2042 9,404.6 4,369.8 2,232.0 2,564.1 3,882.2 3,071.4
3052 19,041.3 9,775.5 1,906.5 4,642.9 8,873.3 6,926.8
3557 22,967.9 10,389.9 2,167.5 5,859.7 11,382.9 8,702.4

24,957.8 12,726.0 2,274.5 - - 5,893.3

1028 1,979.1 1,191.2 1,674.0 730.6 695.5 715.6
2038 6,671.9 3,542.8 2,232.0 1,925.1 2,710.1 2,360.5
3048 13,727.7 6,838.4 2,790.0 3,394.0 7,132.4 5,191.7
3553 16,329.9 8,531.9 3,069.0 4,187.9 7,346.1 6,656.2
4058 18,121.1 9,847.8 3,348.0 5,016.3 9,351.4 8,287.4

23,022.6 11,841.7 3,348.0 - - 7,479.0

1025 2,577.0 1,044.9 1,674.0 475.5 190.0 641.0
2035 5,731.5 3,087.1 2,232.0 1,138.6 1,085.0 2,480.2
3045 8,824.0 5,783.1 2,790.0 2,137.0 2,215.0 5,463.1
4055 11,074.0 7,997.4 3,348.0 3,124.0 3,715.0 7,392.8
4560 12,199.0 9,645.4 3,348.0 3,685.4 4,415.0 9,477.8

21,700.0 12,009.8 3,348.0 - - -

接

客

娯

楽

業

製
造
業

建
設
業

運

輸

交

通

業

商
業

金
融
・

広
告
業

通
信
業

設定条件

学
歴

勤

続

年

数

年
齢

清
掃
業

そ
の
他

の
事
業

全

業

種

平

均

設定条件

学
歴

勤

続

年

数

年
齢

大
学
卒

定年
(60歳)

高
校
卒

定年
(60歳)

中
学
卒

定年
(60歳)

業種別　比較

大
学
卒

定年
(60歳)

高
校
卒

定年

(60歳)

中
学
卒

定年
(60歳)

教
育
・

研
究
業

保

健

衛

生

業

表１２ 単位（千円） 



16 
 

 ※通信業については、回答事業所が希少であり、項目によっては、回答ゼロとなった。 

    ※教育・研究業については、教師を大学卒欄に、事務職を高校卒欄に記入した事業所が多かった。 

    ※保健衛生業については、看護師・技師を大学卒欄に、事務職・その他一般を高校卒欄に記入し 

     た事業所が多かった。 
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  ④ 規模別のモデル退職金は、別表４８～５５のとおりである。 
 
  ⑤ 業種別のモデル退職金は、別表５６～６８のとおりである。 

グラフ９ 
（千円） 



（別　表）
問１ 表13

　　　　　　　企業規模(人)
設問

１～９ １０～４９ ５０～９９ １００～２９９ ３００～１０００

就業規則等に退職金を定
め、支給している

31 128 187 196 80 622

別に規定は設けていない
が、その都度検討してい

11 8 5 2 1 27

退職金の支給はないが、
これに代えて餞別金（金
一封）等を支給している

1 1 3 3 1 9

退職金等一切の支給はない 9 26 13 16 3 67
計 52 163 208 217 85 725

表14

　　　　　　　企業規模(人)
設問

１～９ １０～４９ ５０～９９ １００～２９９ ３００～１０００

就業規則等に退職金を定
め、支給している

59.6% 78.5% 89.9% 90.3% 94.1% 85.8%

別に規定は設けていない
が、その都度検討してい

21.2% 4.9% 2.4% 0.9% 1.2% 3.7%

退職金の支給はないが、
これに代えて餞別金（金
一封）等を支給している

1.9% 0.6% 1.4% 1.4% 1.2% 1.2%

退職金等一切の支給はない 17.3% 16.0% 6.3% 7.4% 3.5% 9.2%
計 100% 100% 100% 100% 100% 100%

計

計

問２ 退職金受給に必要な最低勤続年数は何年ですか 表15

　　　　　　　企業規模(人)
設問

１～９ １０～４９ ５０～９９ １００～２９９ ３００～１０００

1年以上2年未満 9 40 60 59 26 194
2年以上3年未満 3 21 24 32 8 88
3年以上4年未満 22 53 95 87 43 300
4年以上5年未満 1 3 0 3 1 8
5年以上 1 8 10 10 2 31
定めていない 8 16 8 7 1 40

計 44 141 197 198 81 661

表16

　　　　　　　企業規模(人)
設問

１～９ １０～４９ ５０～９９ １００～２９９ ３００～１０００

1年以上2年未満 20.5% 28.4% 30.5% 29.8% 32.1% 29.3%
2年以上3年未満 6.8% 14.9% 12.2% 16.2% 9.9% 13.3%
3年以上4年未満 50.0% 37.6% 48.2% 43.9% 53.1% 45.4%
4年以上5年未満 2.3% 2.1% 0.0% 1.5% 1.2% 1.2%
5年以上 2.3% 5.7% 5.1% 5.1% 2.5% 4.7%
定めていない 18.2% 11.3% 4.1% 3.5% 1.2% 6.1%

計 100% 100% 100% 100% 100% 100%

問３ 退職金の支給形態は次のいずれによりますか 表17

　　　　　　　企業規模(人)
設問

１～９ １０～４９ ５０～９９ １００～２９９ ３００～１０００

退職一時金のみ 33 95 129 112 33 402
退職年金のみ 2 4 4 8 4 22
退職一時金と年金の併用 6 33 53 76 43 211
その他 3 5 11 7 2 28

計 44 137 197 203 82 663

計

計

計

17



表18

　　　　　　　企業規模(人)
設問

１～９ １０～４９ ５０～９９ １００～２９９ ３００～１０００

退職一時金のみ 75.0% 69.3% 65.5% 55.2% 40.2% 60.6%
退職年金のみ 4.5% 2.9% 2.0% 3.9% 4.9% 3.3%
退職一時金と年金の併用 13.6% 24.1% 26.9% 37.4% 52.4% 31.8%
その他 6.8% 3.6% 5.6% 3.4% 2.4% 4.2%

計 100% 100% 100% 100% 100% 100%

問４ （退職一時金制度を採っている場合に）退職一時金支払いのための準備形態は
次のいずれによりますか　　（複数回答あり） 表19

　　　　　　　企業規模(人)
設問

１～９ １０～４９ ５０～９９ １００～２９９ ３００～１０００

社内準備 18 48 75 74 35 250
中小企業退職金共済制度 10 36 43 30 4 123
特定退職金共済制度 10 15 14 17 3 59
社内準備と他制度との併用 4 19 40 55 27 145
その他 4 17 35 26 10 92

計 46 135 207 202 79 669

表20

　　　　　　　企業規模(人)
設問

１～９ １０～４９ ５０～９９ １００～２９９ ３００～１０００

社内準備 39.1% 35.6% 36.2% 36.6% 44.3% 37.4%
中小企業退職金共済制度 21.7% 26.7% 20.8% 14.9% 5.1% 18.4%
特定退職金共済制度 21.7% 11.1% 6.8% 8.4% 3.8% 8.8%

計

計

計

特定退職金共済制度 21.7% 11.1% 6.8% 8.4% 3.8% 8.8%
社内準備と他制度との併用 8.7% 14.1% 19.3% 27.2% 34.2% 21.7%
その他 8.7% 12.6% 16.9% 12.9% 12.7% 13.8%
計 100% 100% 100% 100% 100% 100%

問５ （社内準備の形態を採っている場合に）社内準備の保全措置として、どのような方法を
採っていますか 表21

　　　　　　　企業規模(人)
設問

１～９ １０～４９ ５０～９９ １００～２９９ ３００～１０００

銀行、その他の金融機関
と保証契約を結んでいる

3 13 21 18 15 70

労働者を受益者とする信
託契約を信託会社と結ん
でいる

1 5 18 14 12 50

退職手当保全委員会を設
置している

0 0 0 1 1 2

その他 15 39 61 79 27 221
計 19 57 100 112 55 343

表22

　　　　　　　企業規模(人)
設問

１～９ １０～４９ ５０～９９ １００～２９９ ３００～１０００

銀行、その他の金融機関
と保証契約を結んでいる

15.8% 22.8% 21.0% 16.1% 27.3% 20.4%

労働者を受益者とする信
託契約を信託会社と結ん
でいる

5.3% 8.8% 18.0% 12.5% 21.8% 14.6%

退職手当保全委員会を設
置している

0.0% 0.0% 0.0% 0.9% 1.8% 0.6%

その他 78.9% 68.4% 61.0% 70.5% 49.1% 64.4%
計 100% 100% 100% 100% 100% 100%

計

計
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問６ 退職一時金の算定基礎額は何を用いていますか 表23

　　　　　　　企業規模(人)
設問

１～９ １０～４９ ５０～９９ １００～２９９ ３００～１０００

基本給 19 40 62 72 20 213
基本給＋諸手当 1 7 10 13 5 36
基本給の一部 0 7 10 16 6 39
賃金体系とは別途設定 15 58 87 84 42 286
1　　①テーブル方式 2 15 16 8 6 47
2　　②定額方式 5 16 17 13 2 53
3　　③ポイント制方式 3 21 46 55 29 154
その他 7 11 18 11 5 52

計 42 123 187 196 78 626

表24

　　　　　　　企業規模(人)
設問

１～９ １０～４９ ５０～９９ １００～２９９ ３００～１０００

基本給 45.2% 32.5% 33.2% 36.7% 25.6% 34.0%
基本給＋諸手当 2.4% 5.7% 5.3% 6.6% 6.4% 5.8%
基本給の一部 0.0% 5.7% 5.3% 8.2% 7.7% 6.2%
賃金体系とは別途設定 35.7% 47.2% 46.5% 42.9% 53.8% 45.7%
1　　①テーブル方式 20.0% 28.8% 20.3% 10.5% 16.2% 18.5%
2　　②定額方式 50.0% 30.8% 21.5% 17.1% 5.4% 20.9%
3　　③ポイント制方式 30.0% 40.4% 58.2% 72.4% 78.4% 60.6%
その他 16.7% 8.9% 9.6% 5.6% 6.4% 8.3%

計 100% 100% 100% 100% 100% 100%

計

計

問７ 退職一時金の算定基礎を基本給とする場合、勤続年数別の支給率は
基本給（基本給＋諸手当、基本給の一部）の何か月分ですか 表25

会社都合退職の場合 3 5 10 15 20
勤続年数

支給月数（か月分） 2.50 4.34 9.70 16.03 23.27 30.96

30 35 40
37.67 43.76 47.81

表26

会社都合退職の場合 3 5 10 15 20
勤続年数

支給月数（か月分） 2.93 5.05 11.02 17.97 25.97 34.26

30 35 40
41.59 48.19 53.03

表27
自己都合退職の場合 3 5 10 15 20

勤続年数
支給月数（か月分） 1.88 3.38 7.78 13.35 20.24 27.31

30 35 40
33.75 39.24 43.08

問８ 退職年金制度を採っている場合、退職年金の支払い準備形態はどれですか表28
　　　　　　　企業規模(人)
設問

１～９ １０～４９ ５０～９９ １００～２９９ ３００～１０００

厚生年金基金 3 11 11 10 3 38
確定給付企業年金 1 19 30 36 32 118
確定拠出年金（企業年金） 2 12 19 22 12 67
適格退職年金 2 5 12 21 6 46
企業独自の年金（非適格年金） 1 0 0 0 0 1
その他 1 3 4 4 4 16

計 10 50 76 93 57 286

25

25

25

計
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表29
　　　　　　　企業規模(人)
設問

１～９ １０～４９ ５０～９９ １００～２９９ ３００～１０００

厚生年金基金 30.0% 22.0% 14.5% 10.8% 5.3% 13.3%
確定給付企業年金 10.0% 38.0% 39.5% 38.7% 56.1% 41.3%
確定拠出年金（企業年金） 20.0% 24.0% 25.0% 23.7% 21.1% 23.4%
適格退職年金 20.0% 10.0% 15.8% 22.6% 10.5% 16.1%
企業独自の年金（非適格年金） 10.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.3%
その他 10.0% 6.0% 5.3% 4.3% 7.0% 5.6%

計 100% 100% 100% 100% 100% 100%

問１０ 適格退職年金制度は平成24年3月末に廃止されますが、ご存じですか表30
　　　　　　　企業規模(人)
設問

１～９ １０～４９ ５０～９９ １００～２９９ ３００～１０００

知っている 7 28 52 53 26 166
知らない 26 29 32 30 13 130
既に移行済み・今後移行
を予定している

8 46 72 77 29 232

制度を利用していない 5 31 34 39 14 123
計 46 134 190 199 82 651

表31

　　　　　　　企業規模(人)
設問

１～９ １０～４９ ５０～９９ １００～２９９ ３００～１０００

知っている 15.2% 20.9% 27.4% 26.6% 31.7% 25.5%
知らない 56.5% 21.6% 16.8% 15.1% 15.9% 20.0%
既に移行済み・今後移行
を予定している

17.4% 34.3% 37.9% 38.7% 35.4% 35.6%

計

計

計

を予定している
制度を利用していない 10.9% 23.1% 17.9% 19.6% 17.1% 18.9%

計 100% 100% 100% 100% 100% 100%

問１１ 既に移行済み（又は今後移行予定)の場合、どのような制度に
　移行しましたか（又はする予定ですか） 表32

　　　　　　　企業規模(人)
設問

１～９ １０～４９ ５０～９９ １００～２９９ ３００～１０００

中小企業退職金共済制度 3 17 24 24 1 69
特定退職金共済制度 1 1 1 0 0 3
調整年金制度（厚生年金
基金制度）

1 3 5 7 8 24

確定給付企業年金制度 2 21 29 30 18 100
確定拠出年金制度 0 2 9 10 4 25
解約・企業年金制度の廃止 1 5 2 4 3 15
未定 0 1 4 2 0 7
その他 0 0 0 1 0 1

計 8 50 74 78 34 244
表33

　　　　　　　企業規模(人)
設問

１～９ １０～４９ ５０～９９ １００～２９９ ３００～１０００

中小企業退職金共済制度 37.5% 34.0% 32.4% 30.8% 2.9% 28.3%
特定退職金共済制度 12.5% 2.0% 1.4% 0.0% 0.0% 1.2%
調整年金制度（厚生年金
基金制度）

12.5% 6.0% 6.8% 9.0% 23.5% 9.8%

確定給付企業年金制度 25.0% 42.0% 39.2% 38.5% 52.9% 41.0%
確定拠出年金制度 0.0% 4.0% 12.2% 12.8% 11.8% 10.2%
解約・企業年金制度の廃止 12.5% 10.0% 2.7% 5.1% 8.8% 6.1%
未定 0.0% 2.0% 5.4% 2.6% 0.0% 2.9%
その他 0.0% 0.0% 0.0% 1.3% 0.0% 0.4%

計 100% 100% 100% 100% 100% 100%

計

計
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問１２　「賃金制度改善相談窓口」をご存じですか表34
回答 知っている 知らない 計

人数（人） 250 447 697

問１３　今後「賃金制度改善相談窓口」を利用したいお考えですか
表35

回答 利用したい
利用した
いと思わ

その他 計

人数（人） 180 365 126 671

問１４　福岡労働局では、毎年1月または2月に「賃金・退職金セミナー」を開催していますが、
   ご存じですか 表36

回答 知っている知らない 計
人数（人） 222 475 697

問１５ 次回「賃金・退職金セミナー」の案内があれば参加してみたいとお考えですか
表37

回答 参加したい
参加した
いと思わ

その他 計

人数（人） 269 292 116 677
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問１　退職金支給の有無についてお尋ねします 表３8

回答
製
造
業

建
設
業

運
輸
交
通
業

商
業

金
融
・
広
告
業

通
信
業

教
育
・
研
究
業

保
健
衛
生
業

接
客
娯
楽
業

清
掃
・
と
蓄
業

そ
の
他
の
事
業

就業規則等に退職金
を定め、支給している

203 43 19 83 24 11 49 107 39 22 22 622

別に規定は設けてい
ないが、その都度検
討している

9 1 1 1 2 0 0 6 1 4 2 27

退職金の支給はない
が、これに代えて餞別
金（金一封）等を支給
している

2 0 0 1 0 0 0 2 0 4 0 9

退職金等一切の支給
はない

11 3 5 5 5 2 5 5 17 3 6 67

計 225 47 25 90 31 13 54 120 57 33 30 725

表39

回答
製
造
業

建
設
業

運
輸
交
通
業

商
業

金
融
・
広
告
業

通
信
業

教
育
・
研
究
業

保
健
衛
生
業

接
客
娯
楽
業

清
掃
・
と
蓄
業

そ
の
他
の
事
業

計

計

22

業
業 業

業 業
業 業

就業規則等に退職金
を定め、支給している

90.2%91.5%76.0%92.2%77.4%84.6%90.7%89.2%68.4%66.7%73.3%85.8%

別に規定は設けてい
ないが、その都度検
討している

4.0% 2.1% 4.0% 1.1% 6.5% 0.0% 0.0% 5.0% 1.8%12.1%6.7% 3.7%

退職金の支給はない
が、これに代えて餞別
金（金一封）等を支給
している

0.9% 0.0% 0.0% 1.1% 0.0% 0.0% 0.0% 1.7% 0.0%12.1%0.0% 1.2%

退職金等一切の支給
はない

4.9% 6.4%20.0%5.6%16.1%15.4%9.3% 4.2%29.8%9.1%20.0% 9.2%

計 100%100%100%100%100%100%100%100%100%100%100% 100%

問２　退職金受給に必要な最低勤続年数は何年ですか 表40

回答
製
造
業

建
設
業

運
輸
交
通
業

商
業

金
融
・
広
告
業

通
信
業

教
育
・
研
究
業

保
健
衛
生
業

接
客
娯
楽
業

清
掃
・
と
蓄
業

そ
の
他
の
事
業

1年以上2年未満 49 13 5 18 7 9 30 46 6 5 6 194
2年以上3年未満 38 2 0 16 0 1 5 12 8 0 6 88
3年以上4年未満 100 26 12 44 14 0 11 49 21 14 9 300
4年以上5年未満 1 0 1 1 0 0 0 1 2 1 1 8
5年以上 15 2 1 2 2 0 0 2 4 3 0 31
定めていない 11 2 1 3 2 0 3 5 1 8 4 40

計 214 45 20 84 25 10 49 115 42 31 26 661

計
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表41

回答
製
造
業

建
設
業

運
輸
交
通
業

商
業

金
融
・
広
告
業

通
信
業

教
育
・
研
究
業

保
健
衛
生
業

接
客
娯
楽
業

清
掃
・
と
蓄
業

そ
の
他
の
事
業

1年以上2年未満 22.9%28.9%25.0%21.4%28.0%90.0%61.2%40.0%14.3%16.1%23.1%29.3%
2年以上3年未満 17.8%4.4% 0.0%19.0%0.0%10.0%10.2%10.4%19.0%0.0%23.1%13.3%
3年以上4年未満 46.7%57.8%60.0%52.4%56.0%0.0%22.4%42.6%50.0%45.2%34.6%45.4%
4年以上5年未満 0.5% 0.0% 5.0% 1.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.9% 4.8% 3.2% 3.8% 1.2%
5年以上 7.0% 4.4% 5.0% 2.4% 8.0% 0.0% 0.0% 1.7% 9.5% 9.7% 0.0% 4.7%
定めていない 5.1% 4.4% 5.0% 3.6% 8.0% 0.0% 6.1% 4.3% 2.4%25.8%15.4% 6.1%

計 100%100%100%100%100%100%100%100%100%100%100% 100%

問３　退職金の支給形態は次のいずれによりますか 表42

回答
製
造
業

建
設
業

運
輸
交
通
業

商
業

金
融
・
広
告
業

通
信
業

教
育
・
研
究
業

保
健
衛
生
業

接
客
娯
楽
業

清
掃
・
と
蓄
業

そ
の
他
の
事
業

退職一時金のみ 123 14 15 34 13 9 44 87 31 17 15 402
退職年金のみ 6 4 0 4 0 0 0 4 2 1 1 22
退職一時金と年金の
併用

77 28 4 43 11 2 3 22 5 9 7 211

その他 9 2 1 2 3 0 2 3 2 3 1 28
計 215 48 20 83 27 11 49 116 40 30 24 663

計

計
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計 215 48 20 83 27 11 49 116 40 30 24 663

表43

回答
製
造
業

建
設
業

運
輸
交
通
業

商
業

金
融
・
広
告
業

通
信
業

教
育
・
研
究
業

保
健
衛
生
業

接
客
娯
楽
業

清
掃
・
と
蓄
業

そ
の
他
の
事
業

退職一時金のみ 57.2%29.2%75.0%41.0%48.1%81.8%89.8%75.0%77.5%56.7%62.5%60.6%
退職年金のみ 2.8% 8.3% 0.0% 4.8% 0.0% 0.0% 0.0% 3.4% 5.0% 3.3% 4.2% 3.3%
退職一時金と年金の
併用

35.8%58.3%20.0%51.8%40.7%18.2%6.1%19.0%12.5%30.0%29.2%31.8%

その他 4.2% 4.2% 5.0% 2.4%11.1%0.0% 4.1% 2.6% 5.0%10.0%4.2% 4.2%
計 100%100%100%100%100%100%100%100%100%100%100% 100%

問４　退職一時金支払いのための準備形態は次のいずれによりますか　（複数回答あり) 表44

回答
製
造
業

建
設
業

運
輸
交
通
業

商
業

金
融
・
広
告
業

通
信
業

教
育
・
研
究
業

保
健
衛
生
業

接
客
娯
楽
業

清
掃
・
と
蓄
業

そ
の
他
の
事
業

社内準備 54 18 5 44 15 2 8 18 26 8 11 209
中小企業退職金共済
制度

75 13 11 37 12 10 16 31 24 9 12 250

特定退職金共済制度 59 10 4 12 1 0 1 22 4 5 5 123
社内準備と他制度と
の併用

14 2 0 7 2 0 8 20 1 4 1 59

その他 53 13 4 16 6 1 15 24 5 5 3 145
計 255 56 24 116 36 13 48 115 60 31 32 786

表45

計

計
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回答
製
造
業

建
設
業

運
輸
交
通
業

商
業

金
融
・
広
告
業

通
信
業

教
育
・
研
究
業

保
健
衛
生
業

接
客
娯
楽
業

清
掃
・
と
蓄
業

そ
の
他
の
事
業

社内準備 21.2%32.1%20.8%37.9%41.7%15.4%16.7%15.7%43.3%25.8%34.4%26.6%
中小企業退職金共済
制度

29.4%23.2%45.8%31.9%33.3%76.9%33.3%27.0%40.0%29.0%37.5%31.8%

特定退職金共済制度 23.1%17.9%16.7%10.3%2.8% 0.0% 2.1%19.1%6.7%16.1%15.6%15.6%
社内準備と他制度と
の併用

5.5% 3.6% 0.0% 6.0% 5.6% 0.0%16.7%17.4%1.7%12.9%3.1% 7.5%

その他 20.8%23.2%16.7%13.8%16.7%7.7%31.3%20.9%8.3%16.1%9.4% 18.4%
計 100%100%100%100%100%100%100%100%100%100%100% 100%

問５　（社内準備の形態を採っている場合に）社内準備の保全措置として、どのような方法を
採っていますか  (複数回答あり） 表46

回答
製
造
業

建
設
業

運
輸
交
通
業

商
業

金
融
・
広
告
業

通
信
業

教
育
・
研
究
業

保
健
衛
生
業

接
客
娯
楽
業

清
掃
・
と
蓄
業

そ
の
他
の
事
業

銀行、その他の金融
機関と保証契約を結
んでいる

163 40 10 78 21 2 26 88 37 23 21 509

労働者を受益者とす

計

計

24

んでいる
労働者を受益者とす
る信託契約を信託会
社と結んでいる

28 6 3 11 3 0 3 8 3 3 2 70

退職手当保全委員会
を設置している 22 6 1 7 4 1 1 4 2 2 0 50

その他 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 2
計 213 52 14 96 28 3 30 102 42 28 23 631

表47

回答
製
造
業

建
設
業

運
輸
交
通
業

商
業

金
融
・
広
告
業

通
信
業

教
育
・
研
究
業

保
健
衛
生
業

接
客
娯
楽
業

清
掃
・
と
蓄
業

そ
の
他
の
事
業

銀行、その他の金融
機関と保証契約を結
んでいる

76.5%76.9%71.4%81.3%75.0%66.7%86.7%86.3%88.1%82.1%91.3%80.7%

労働者を受益者とす
る信託契約を信託会
社と結んでいる

13.1%11.5%21.4%11.5%10.7%0.0%10.0%7.8% 7.1%10.7%8.7% 11.1%

退職手当保全委員会
を設置している 10.3%11.5%7.1% 7.3%14.3%33.3%3.3% 3.9% 4.8% 7.1% 0.0% 7.9%

その他 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.3%
計 100%100%100%100%100%100%100%100%100%100%100% 100%

計
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1企業規模：1～9人 表４８

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

1032 1,161.2 905.5 1,276.0 891.4 801.5 878.0
2042 3,285.3 2,798.6 2,318.5 2,849.0 2,634.6 2,405.0
3052 5,948.6 5,425.1 3,612.5 5,283.8 5,243.8 4,435.0
3557 7,000.7 6,453.8 4,227.5 6,247.9 6,233.8 5,386.0

8,416.4 7,799.5 4,400.0

1028 1,034.4 743.1 1,118.0 735.6 644.3 562.0
2038 2,615.0 2,164.5 1,893.5 2,046.5 1,971.0 1,555.0
3048 4,821.7 4,153.1 3,022.0 4,030.2 3,956.6 3,254.0
3553 5,943.2 5,272.9 3,575.5 5,142.6 5,036.4 4,082.0
4058 6,825.1 6,022.8 4,136.5 5,595.0 5,344.3 4,925.0

7,240.1 6,111.4 4,223.0

1025 1,003.5 794.3 1,674.0 707.7 707.7 －
2035 2,348.3 2,069.3 2,232.0 1,876.6 1,876.6 －
3045 4,038.0 3,689.3 2,790.0 3,444.3 3,444.3 －
4055 5,274.6 4,856.1 3,348.0 4,685.4 4,685.4 －
4560 6,079.6 5,661.1 3,348.0 5,535.7 5,535.7 －

6,833.5 5,500.4 3,348.0

2企業規模：10～49人 表４９

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

1032 1,368.6 1,286.0 1,120.3 1,037.9 980.1 873.5
2042 4,159.3 3,675.4 3,442.6 3,567.8 3,074.7 2,824.3
3052 8,552.3 7,570.4 6,100.8 7,757.0 6,668.6 5,667.6
3557 10,547.0 9,272.1 7,467.0 9,912.0 8,478.2 7,355.5

11,875.0 10,271.4 7,086.6

1028 1,042.4 980.9 900.8 824.4 776.6 678.8
2038 3,033.8 2,774.5 2,241.1 2,634.6 2,314.0 2,129.5
3048 6,343.5 5,841.9 4,124.7 5,744.7 5,112.5 4,121.4
3553 7,968.4 7,235.6 5,121.0 7,641.1 6,594.5 5,185.6
4058 9,095.1 8,235.8 5,814.9 8,861.9 7,753.5 5,931.6

10,668.5 9,492.8 4,840.0

1025 791.5 743.0 1,006.0 708.7 650.4 830.5
2035 2,217.8 1,908.7 2,832.3 2,068.4 1,657.6 2,832.3
3045 4,134.9 3,508.5 5,962.3 4,004.9 3,257.6 5,962.3
4055 6,121.8 5,159.2 7,533.7 5,983.0 4,802.9 7,533.7
4560 6,928.0 5,642.4 8,356.3 6,856.4 5,365.5 8,356.3

8,905.6 6,795.1 8,594.5

高
校
卒
定年
(60歳)

設定条件 会社都合 自己都合

中
学
卒
定年
(60歳)

支給総額
(A+B)
(千円）

大
学
卒
定年
(60歳)

学
歴

勤
続
年
数

年
齢

支給総額
(A+B)
(千円）

支給総額
(A+B)
(千円）

会社都合 自己都合設定条件

年
齢

勤
続
年
数

学
歴

定年
(60歳)

大
学
卒

支給総額
(A+B)
(千円）

高
校
卒
定年
(60歳)

中
学
卒
定年
(60歳)

モデル退職金（規模別）１
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3企業規模：50～99人 表５０

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

1032 1,435.9 1,302.6 1,203.5 1,039.6 967.1 878.6
2042 4,454.0 3,868.2 3,699.1 3,568.6 3,196.6 3,131.3
3052 9,387.8 8,589.1 7,766.8 7,988.7 6,962.3 7,760.8
3557 11,280.9 9,527.4 10,213.2 9,791.6 8,478.3 9,567.6

13,362.0 11,344.2 11,962.2

1028 1,138.2 1,115.2 848.8 821.1 767.5 592.8
2038 3,542.6 3,182.9 2,879.8 2,820.6 2,532.7 2,470.1
3048 7,158.9 6,364.3 6,537.3 6,010.2 5,470.0 5,317.4
3553 8,747.3 7,731.7 8,156.8 7,401.3 6,577.2 7,210.1
4058 10,341.0 9,067.5 9,513.6 8,869.6 7,838.4 8,834.8

12,700.7 10,953.7 10,397.6

1025 1,040.1 987.0 764.7 797.6 761.1 511.7
2035 3,257.5 2,963.6 3,012.5 2,738.0 2,495.3 2,548.3
3045 6,372.0 5,746.1 6,415.3 5,782.6 5,196.3 6,157.0
4055 8,616.8 7,593.0 8,804.8 7,898.1 6,942.0 8,414.2
4560 9,876.2 8,753.6 10,945.3 8,664.2 7,547.1 10,216.5

11,408.2 9,290.3 12,092.5

4企業規模：100～299人 表５１

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

1032 1,780.9 1,548.2 1,111.9 1,320.5 1,183.9 743.3
2042 5,658.0 4,774.8 3,723.8 5,377.2 3,922.3 3,166.0
3052 11,616.9 9,779.7 12,791.0 10,218.6 8,875.1 6,973.8
3557 14,139.9 12,027.9 8,886.5 12,607.3 10,598.9 8,525.0

16,421.3 12,936.8 9,964.5

1028 1,199.4 1,064.8 858.7 897.3 804.0 626.4
2038 3,824.7 3,164.2 2,929.5 3,243.1 2,719.5 2,554.4
3048 7,972.5 6,502.0 6,084.8 6,868.4 5,860.5 5,748.1
3553 9,748.6 8,056.3 7,276.6 8,922.5 7,298.2 7,040.8
4058 11,681.4 9,020.6 8,869.2 10,866.2 8,269.5 8,650.3

12,952.5 10,507.5 9,888.6

1025 1,028.6 943.4 989.7 722.1 679.3 644.7
2035 2,925.9 2,614.2 3,279.3 2,409.9 2,183.3 2,666.0
3045 5,701.5 5,106.1 6,465.7 5,033.6 4,431.6 5,876.7
4055 7,735.4 6,939.1 8,160.3 7,006.0 6,046.5 7,828.3
4560 8,849.5 7,913.8 11,236.3 8,065.2 6,812.1 10,882.7

10,610.4 9,502.6 15,473.0

設定条件 会社都合 自己都合

学
歴

勤
続
年
数

年
齢

支給総額
(A+B)
(千円）

支給総額
(A+B)
(千円）

大
学
卒
定年
(60歳)

高
校
卒
定年
(60歳)

中
学
卒
定年
(60歳)

設定条件 会社都合 自己都合
支給総額
(A+B)
(千円）

大
学
卒
定年
(60歳)

学
歴

勤
続
年
数

年
齢

支給総額
(A+B)
(千円）

高
校
卒
定年
(60歳)

中
学
卒
定年
(60歳)

モデル退職金（規模別）２
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5企業規模：300～1000人 表５２

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

1032 2,363.7 1,973.5 1,209.2 1,467.9 1,177.6 777.6
2042 6,978.3 6,033.8 3,681.9 5,612.1 4,550.6 3,063.8
3052 13,440.3 11,343.6 7,672.1 11,904.6 9,670.2 7,150.0
3557 16,722.1 13,949.1 9,721.4 14,936.0 11,917.5 9,386.0

19,922.9 15,548.8 11,628.8

1028 1,654.9 1,393.9 943.3 1,088.5 830.7 923.3
2038 4,957.7 4,052.6 2,764.7 4,078.9 3,112.2 2,161.1
3048 9,663.5 7,910.4 5,507.5 8,510.3 6,697.9 4,874.2
3553 11,986.0 9,743.4 6,692.9 10,971.0 8,631.5 6,619.3
4058 15,115.0 11,547.8 8,678.8 14,319.0 10,424.8 8,534.7

17,016.9 11,791.3 10,005.4

1025 770.2 599.3 940.0 609.0 347.8 640.3
2035 2,274.2 1,959.2 2,018.0 2,029.8 1,275.6 1,851.7
3045 4,415.8 3,828.4 3,821.3 4,126.7 2,779.3 3,625.0
4055 6,851.2 5,959.9 5,254.7 6,326.6 4,087.9 5,114.0
4560 8,407.0 7,117.3 6,671.3 8,473.5 5,439.7 7,575.0

13,158.4 30,604.7 9,758.5

平均（全企業規模） 表５３

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

1032 1,661.4 1,454.7 1,159.7 1,189.5 1,061.6 793.8
2042 5,128.7 4,384.0 3,632.5 4,452.7 3,578.2 3,071.4
3052 10,437.4 9,022.3 9,338.6 9,195.7 7,840.5 6,926.8
3557 12,729.6 10,760.1 9,030.5 11,415.9 9,551.7 8,702.4

14,858.0 12,081.6 10,074.9

1028 1,211.5 1,091.5 896.5 883.8 784.5 715.6
2038 3,704.3 3,164.8 2,766.2 3,075.4 2,600.2 2,360.5
3048 7,528.2 6,414.8 5,703.1 6,533.7 5,618.8 5,191.7
3553 9,280.6 7,893.7 6,901.5 8,398.2 7,019.2 6,656.2
4058 11,073.7 9,063.9 8,441.5 10,208.8 8,198.2 8,287.4

12,902.9 10,428.5 8,943.2

1025 948.9 866.4 980.8 733.9 673.0 641.0
2035 2,770.2 2,470.5 2,762.2 2,388.2 2,076.5 2,480.2
3045 5,325.3 4,734.7 5,514.2 4,906.7 4,228.7 5,463.1
4055 7,467.8 6,556.7 7,347.9 6,951.9 5,885.0 7,392.8
4560 8,607.0 7,516.4 8,994.4 7,926.7 6,605.6 9,477.8

10,646.7 10,892.0 10,683.6

設定条件 会社都合 自己都合

定年
(60歳)

高
校
卒
定年
(60歳)

中
学
卒
定年
(60歳)

支給総額
(A+B)
(千円）

大
学
卒
定年
(60歳)

学
歴

勤
続
年
数

年
齢

モデル退職金（規模別）３

高
校
卒
定年
(60歳)

支給総額
(A+B)
(千円）

中
学
卒
定年
(60歳)

学
歴

勤
続
年
数

年
齢

支給総額
(A+B)
(千円）

支給総額
(A+B)
(千円）

設定条件 会社都合 自己都合

大
学
卒
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企業規模による比較（会社都合退職の場合） 表54

学
歴

勤
続
年
数

年
齢

1～9人 10～49人 50～99人 100～299人 300～1000人

1032 1,161.2 1,368.6 1,435.9 1,780.9 2,363.7
2042 3,285.3 4,159.3 4,454.0 5,658.0 6,978.3
3052 5,948.6 8,552.3 9,387.8 11,616.9 13,440.3
3557 7,000.7 10,547.0 11,280.9 14,139.9 16,722.1

8,416.4 11,875.0 13,362.0 16,421.3 19,922.9

1028 1,034.4 1,042.4 1,138.2 1,199.4 1,654.9
2038 2,615.0 3,033.8 3,542.6 3,824.7 4,957.7
3048 4,821.7 6,343.5 7,158.9 7,972.5 9,663.5
3553 5,943.2 7,968.4 8,747.3 9,748.6 11,986.0
4058 6,825.1 9,095.1 10,341.0 11,681.4 15,115.0

7,240.1 10,668.5 12,700.7 12,952.5 17,016.9

1025 1,003.5 791.5 1,040.1 1,028.6 770.2
2035 2,348.3 2,217.8 3,257.5 2,925.9 2,274.2
3045 4,038.0 4,134.9 6,372.0 5,701.5 4,415.8
4055 5,274.6 6,121.8 8,616.8 7,735.4 6,851.2
4560 6,079.6 6,928.0 9,876.2 8,849.5 8,407.0

6,833.5 8,905.6 11,408.2 10,610.4 13,158.4

中
学
卒
定年
(60歳)

企業規模

大
学
卒
定年
(60歳)

高
校
卒
定年
(60歳)

設定条件
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1製造業 表56

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

1032 1,476.7 1,186.4 1,279.1 967.1 791.4 810.5
2042 4,381.7 3,264.9 3,954.9 3,489.8 2,528.3 3,249.3
3052 8,857.6 6,520.3 13,572.2 7,737.5 5,572.3 7,474.6
3557 10,974.8 8,003.4 10,482.4 9,839.2 6,963.2 9,744.3

12,999.3 9,161.8 11,789.5

1028 1,172.6 1,001.1 922.5 762.5 647.6 791.1
2038 3,544.6 2,841.4 2,972.8 2,782.5 2,169.8 2,392.7
3048 7,167.6 5,643.4 6,140.3 6,100.8 4,774.7 5,454.8
3553 8,887.2 6,884.3 7,608.6 8,004.8 5,934.4 7,160.3
4058 10,542.5 8,010.4 9,326.2 9,564.4 7,047.8 8,842.6

12,129.6 8,897.2 9,926.6

1025 962.1 839.1 1,119.3 715.9 646.0 743.1
2035 2,752.4 2,391.6 3,187.7 2,285.1 2,019.1 2,602.9
3045 5,354.9 4,639.5 6,338.6 4,811.1 4,151.0 5,872.7
4055 7,688.9 6,470.7 8,378.4 7,050.5 5,851.9 7,976.8
4560 8,799.1 7,335.0 11,099.4 8,002.1 6,499.2 11,504.8

10,385.9 7,485.0 13,490.3

3建設業 表57

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

1032 1,618.6 1,158.3 1,026.8 1,044.7 787.0 762.6
2042 5,430.2 3,691.0 3,574.9 4,169.7 2,725.9 3,143.2
3052 12,097.1 7,553.8 6,982.3 10,741.8 8,943.3 7,408.2
3557 15,466.4 9,839.5 9,614.1 14,122.2 9,170.9 9,642.8

18,467.4 11,880.9 10,370.6

1028 1,242.7 891.9 819.5 816.2 617.7 621.7
2038 4,168.4 2,748.4 2,901.7 3,297.9 2,118.8 2,538.9
3048 9,214.6 6,083.8 6,256.9 8,183.1 5,172.3 6,069.2
3553 11,814.2 7,984.9 7,496.0 10,976.2 7,271.8 7,456.5
4058 14,895.5 9,462.4 9,164.8 13,903.8 8,835.8 9,290.9

17,160.9 10,877.9 9,197.2

1025 676.5 641.0 182.0 501.8 493.6 182.0
2035 3,266.0 2,275.6 2,713.5 3,813.0 1,985.6 2,713.5
3045 7,359.5 5,141.4 5,938.5 9,067.8 4,917.6 5,938.5
4055 10,665.2 7,355.0 8,583.0 14,106.0 7,355.0 8,583.0
4560 11,967.5 8,147.1 9,887.5 15,514.8 8,147.1 9,887.5

17,927.3 9,751.5 9,887.5

高
校
卒
定年
(60歳)

中
学
卒
定年
(60歳)

支給総額
(A+B)
(千円）

大
学
卒
定年
(60歳)

学
歴

勤
続
年
数

年
齢

支給総額
(A+B)
(千円）

支給総額
(A+B)
(千円）

支給総額
(A+B)
(千円）

設定条件 会社都合 自己都合

中
学
卒
定年
(60歳)

会社都合 自己都合設定条件

年
齢

勤
続
年
数

学
歴

定年
(60歳)

大
学
卒

高
校
卒
定年
(60歳)

モデル退職金（業種別）１

29



4運輸交通業 表58

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

1032 757.2 676.9 723.0 615.0 524.6 723.0
2042 2,449.6 2,149.7 2,699.0 2,121.3 1,783.9 2,699.0
3052 4,469.6 3,891.3 5,204.0 4,260.0 3,609.5 5,204.0
3557 5,745.8 4,938.8 6,456.0 5,053.5 4,246.5 6,456.0

7,981.0 6,539.6 7,207.0

1028 638.1 547.8 723.0 547.1 443.9 723.0
2038 2,089.5 1,752.1 2,699.0 1,815.7 1,430.1 2,699.0
3048 3,822.3 3,171.8 5,204.0 3,475.3 2,731.9 5,204.0
3553 4,947.1 4,024.9 6,456.0 4,407.4 3,485.1 6,456.0
4058 6,614.8 5,072.6 7,711.0 5,762.6 4,220.4 7,711.0

8,095.7 5,274.7 8,463.0

1025 548.9 548.9 - 427.8 427.8 -
2035 1,762.4 1,762.4 - 1,388.5 1,388.5 -
3045 3,162.0 3,162.0 - 2,647.2 2,647.2 -
4055 4,837.5 4,837.5 - 3,888.8 3,888.8 -
4560 5,237.0 5,237.0 - 4,336.7 4,336.7 -

5,155.0 5,155.0 -

8商業 表59

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

1032 1,636.0 1,332.5 1,002.4 1,237.3 980.6 793.4
2042 4,926.8 3,877.8 3,134.2 4,118.1 3,257.7 2,631.5
3052 10,971.3 8,172.4 6,854.0 9,671.4 7,148.7 6,324.4
3557 13,153.0 9,692.7 8,340.2 12,059.5 8,937.6 7,846.8

13,820.8 9,475.2 9,852.0

1028 1,142.3 1,003.3 566.4 943.3 767.2 428.5
2038 3,738.8 2,903.4 1,736.1 3,181.3 2,514.6 1,556.4
3048 8,260.9 6,589.1 3,769.9 6,436.4 5,524.8 3,358.7
3553 10,058.7 7,729.2 4,985.4 8,813.0 6,813.7 4,429.7
4058 11,623.7 9,058.9 6,070.9 10,518.9 8,320.3 5,417.0

12,338.1 9,383.2 7,259.1

1025 949.4 944.6 48.0 662.6 657.8 48.0
2035 2,507.7 2,495.7 120.0 2,041.0 2,029.0 120.0
3045 5,474.7 5,456.7 180.0 5,067.5 5,049.5 180.0
4055 6,926.1 6,908.1 180.0 6,335.4 6,317.4 180.0
4560 8,004.9 7,980.9 240.0 5,789.4 5,762.8 240.0

10,107.0 7,877.0 8,920.0

高
校
卒
定年
(60歳)

中
学
卒
定年
(60歳)

支給総額
(A+B)
(千円）

大
学
卒
定年
(60歳)

学
歴

勤
続
年
数

年
齢

支給総額
(A+B)
(千円）

中
学
卒
定年
(60歳)

設定条件 会社都合 自己都合

高
校
卒
定年
(60歳)

設定条件 会社都合 自己都合

学
歴

勤
続
年
数

年
齢

支給総額
(A+B)
(千円）

支給総額
(A+B)
(千円）

大
学
卒
定年
(60歳)

モデル退職金（業種別）２
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9金融・広告業 表60

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

1032 2,216.3 1,966.6 1,457.0 1,512.7 1,277.8 1,135.5
2042 7,450.4 5,827.4 4,461.8 5,859.0 4,485.7 3,712.8
3052 15,048.2 11,865.9 8,929.3 12,961.7 9,968.2 8,368.0
3557 18,703.7 14,850.6 11,006.8 16,760.0 12,917.2 10,975.8

19,220.3 14,717.8 11,753.8

1028 1,638.0 1,464.8 1,218.0 1,076.4 908.8 1,042.5
2038 5,704.1 4,779.2 2,960.5 4,736.0 3,814.4 2,949.8
3048 12,170.2 10,142.1 6,289.0 10,828.9 8,807.7 6,266.5
3553 15,223.0 12,812.7 7,880.5 14,001.5 11,600.5 7,850.5
4058 17,581.4 14,835.7 8,787.3 16,352.1 13,618.7 8,750.3

16,902.8 13,300.6 8,807.3

1025 1,784.0 1,738.0 1,830.0 1,482.0 1,485.0 1,479.0
2035 6,221.5 2,186.5 4,035.0 5,705.5 1,670.5 4,035.0
3045 12,721.5 4,156.5 8,565.0 11,795.5 3,230.5 8,565.0
4055 18,244.5 7,522.0 10,722.5 16,609.0 5,886.5 10,722.5
4560 19,357.5 7,502.5 11,855.0 17,602.0 5,747.0 11,855.0

21,162.0 5,322.0 15,830.0

11通信業 表61

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

1032 2,991.5 3,449.7 - 1,879.0 2,708.0 -
2042 9,076.0 11,001.3 - 7,415.0 9,894.0 -
3052 27,602.0 26,523.7 9,614.0 25,098.5 24,854.7 9,614.0
3557 27,960.5 29,868.7 9,866.0 24,953.0 27,863.7 9,866.0

- 46,306.0 -

1028 2,110.0 3,238.0 - 1,370.0 2,868.0 -
2038 - 14,852.0 - - 14,852.0 -
3048 - 33,981.0 - - 33,981.0 -
3553 - 43,551.0 - - 43,551.0 -
4058 - - - - - -

- 46,306.0 -

1025 - - - - - -
2035 - - - - - -
3045 - - - - - -
4055 - - - - - -
4560 - - - - - -

- - -

高
校
卒
定年
(60歳)

中
学
卒
定年
(60歳)

支給総額
(A+B)
(千円）

大
学
卒
定年
(60歳)

学
歴

勤
続
年
数

年
齢

支給総額
(A+B)
(千円）

中
学
卒
定年
(60歳)

設定条件 会社都合 自己都合

大
学
卒
定年
(60歳)

高
校
卒
定年
(60歳)

設定条件 会社都合 自己都合

学
歴

勤
続
年
数

年
齢

支給総額
(A+B)
(千円）

支給総額
(A+B)
(千円）

モデル退職金（業種別）３
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12教育・研究業 表62

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

1032 2,712.8 2,754.7 280.0 1,963.8 1,989.0 84.0
2042 9,404.6 9,521.4 656.0 9,948.3 7,485.5 460.0
3052 19,041.3 19,007.2 1,160.0 15,874.6 15,845.6 928.0
3557 22,967.9 22,923.2 1,474.0 19,181.9 19,143.8 1,180.0

24,957.8 23,421.7 1,686.0

1028 1,979.1 1,979.1 - 1,434.6 1,434.6 -
2038 6,671.9 6,671.9 - 5,344.6 5,344.6 -
3048 13,727.7 13,727.7 - 11,664.8 11,664.8 -
3553 16,329.9 16,329.9 - 13,676.7 13,676.7 -
4058 18,121.1 18,121.1 - 16,047.5 16,047.5 -

23,022.6 23,022.6 -

1025 2,577.0 2,577.0 - 1,590.0 1,590.0 -
2035 5,731.5 5,731.5 - 4,609.5 4,609.5 -
3045 8,824.0 8,824.0 - 8,674.5 8,674.5 -
4055 11,074.0 11,074.0 - 11,074.0 11,074.0 -
4560 12,199.0 12,199.0 - 12,199.0 12,199.0 -

21,700.0 21,700.0 -

事務職を高校卒欄に記入した回答が多かった。

13保健衛生業 表63

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

1032 1,604.2 1,453.7 1,055.7 1,365.2 1,282.9 1,055.7
2042 4,597.5 4,369.8 2,770.8 4,318.7 4,017.1 2,770.8
3052 8,845.6 9,775.5 4,884.0 8,525.1 8,018.1 5,802.5
3557 10,858.2 10,389.9 5,742.8 10,446.0 9,765.1 6,780.7

12,863.8 12,726.0 5,254.3

1028 1,251.5 1,191.2 1,014.7 1,144.8 1,053.4 1,106.8
2038 3,680.3 3,542.8 2,469.3 3,485.7 3,236.7 2,962.3
3048 7,033.2 6,838.4 3,811.0 6,773.3 6,361.5 5,317.8
3553 8,743.9 8,531.9 4,252.7 8,404.6 8,010.1 6,182.0
4058 10,218.4 9,847.8 5,270.7 9,967.4 9,270.5 7,729.7

12,662.2 11,841.7 5,478.3

1025 1,054.7 1,044.9 - 937.2 882.5 -
2035 3,071.7 3,087.1 - 2,847.8 2,675.0 -
3045 5,746.3 5,783.1 - 5,469.2 5,143.6 -
4055 7,951.7 7,997.4 - 7,555.9 7,069.1 -
4560 9,525.9 9,645.4 - 9,172.3 8,657.7 -

11,697.8 12,009.8 -

※保健衛生業のち、病院、診療所においては、看護師を大学卒欄に、事務職を
高校卒欄に記入した回答が多かった。

設定条件 会社都合 自己都合

学
歴

勤
続
年
数

年
齢

支給総額
(A+B)
(千円）

支給総額
(A+B)
(千円）

大
学
卒
定年
(60歳)

高
校
卒
定年
(60歳)

中
学
卒
定年
(60歳)

設定条件 会社都合 自己都合

※教育・研究業のうち、私立の中学、高等学校、大学では、教師を大学卒欄に、

支給総額
(A+B)
(千円）

大
学
卒

 定年(60歳)

学
歴

勤
続
年
数

年
齢

支給総額
(A+B)
(千円）

高
校
卒

 定年(60歳)

中
学
卒

 定年(60歳)

モデル退職金（業種別）４
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14接客娯楽業 表64

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

1032 1,129.8 1,005.9 1,674.0 759.2 720.1 -
2042 2,930.8 2,687.2 2,232.0 2,276.7 2,142.6 -
3052 5,387.2 5,175.3 1,906.5 4,450.9 4,440.6 1,023.0
3557 6,557.4 6,316.5 2,167.5 5,496.8 5,417.3 1,266.0

8,093.0 7,832.3 2,274.5

1028 1,042.0 1,199.3 1,674.0 715.6 718.4 -
2038 2,817.8 2,609.3 2,232.0 2,159.2 2,055.5 -
3048 4,986.6 4,831.6 2,790.0 4,035.4 4,035.4 -
3553 6,104.7 5,934.2 3,069.0 5,120.5 5,120.5 -
4058 6,991.2 6,794.3 3,348.0 5,757.0 5,757.0 -

7,494.3 7,299.1 3,348.0

1025 1,028.9 854.8 1,674.0 600.4 600.4 -
2035 2,937.1 2,689.1 2,232.0 2,155.9 2,155.9 -
3045 4,867.4 4,557.4 2,790.0 3,548.3 3,517.3 -
4055 5,644.7 5,309.9 3,348.0 4,137.5 4,137.5 -
4560 6,101.2 5,729.2 3,348.0 4,584.8 4,584.8 -

6,522.0 5,406.0 3,348.0

15清掃業 表65

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

1032 1,231.5 779.8 483.0 940.6 648.8 338.0
2042 3,184.3 2,089.8 1,262.0 2,564.1 1,698.7 1,109.5
3052 5,643.7 3,815.3 2,434.0 4,642.9 3,202.7 2,169.0
3557 6,944.2 4,796.3 3,109.0 5,859.7 4,022.1 2,774.0

10,471.5 7,555.1 5,089.0

1028 882.3 655.6 477.0 730.6 602.8 334.0
2038 2,286.0 1,765.3 1,256.0 1,925.1 1,539.3 1,105.0
3048 4,091.0 3,258.1 2,428.0 3,394.0 2,784.7 2,164.0
3553 5,075.2 4,154.8 3,103.0 4,187.9 3,502.3 2,769.0
4058 5,975.8 4,685.6 3,840.5 5,016.3 4,074.0 3,430.0

8,310.6 7,351.6 5,660.5

1025 530.2 508.0 200.0 475.5 458.0 140.0
2035 1,430.9 1,374.4 508.0 1,138.6 1,087.9 406.0
3045 2,640.7 2,546.0 852.0 2,137.0 2,046.5 724.0
4055 3,986.7 3,869.8 1,052.0 3,124.0 3,012.3 894.0
4560 4,464.4 4,320.4 1,152.0 3,685.4 3,563.0 979.0

6,024.3 42,736.3 1,152.0

設定条件 会社都合 自己都合

学
歴

勤
続
年
数

年
齢

支給総額
(A+B)
(千円）

支給総額
(A+B)
(千円）

大
学
卒
定年
(60歳)

高
校
卒
定年
(60歳)

中
学
卒
定年
(60歳)

設定条件 会社都合 自己都合

定年
(60歳)

支給総額
(A+B)
(千円）

大
学
卒
定年
(60歳)

学
歴

勤
続
年
数

年
齢

支給総額
(A+B)
(千円）

モデル退職金（業種別）５

高
校
卒
定年
(60歳)

中
学
卒
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17その他の事業 表66

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

1032 1,620.7 1,391.3 1,650.3 975.7 978.2 869.0
2042 5,128.3 3,804.2 4,768.6 4,203.5 3,882.2 3,626.6
3052 10,208.6 8,389.4 8,739.0 9,197.2 8,873.3 7,326.0
3557 10,405.4 10,439.9 7,502.7 9,441.3 11,382.9 5,565.7

11,612.4 12,592.2 10,146.0

1028 1,483.7 1,153.9 1,755.0 853.9 695.5 583.0
2038 3,924.4 3,243.0 3,668.3 3,136.0 2,710.1 2,376.3
3048 8,390.8 6,915.4 7,768.3 7,076.7 7,132.4 4,060.0
3553 8,368.6 7,925.6 6,679.0 7,272.3 7,346.1 3,774.0
4058 12,068.9 9,935.4 9,901.5 11,697.1 9,351.4 8,210.0

14,467.0 11,148.8 16,591.0

1025 380.0 380.0 - 190.0 190.0 -
2035 1,085.0 1,085.0 - 1,085.0 1,085.0 -
3045 2,215.0 2,215.0 - 2,215.0 2,215.0 -
4055 3,715.0 3,715.0 - 3,715.0 3,715.0 -
4560 4,415.0 4,415.0 - 4,415.0 4,415.0 -

4,415.0 4,415.0 -

全平均（合計） 表67

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

一時金(A)
(千円）

年金現価(B)
(千円)

1032 1,661.4 1,454.7 1,159.7 1,189.5 1,061.6 793.8
2042 5,128.7 4,384.0 3,632.5 4,452.7 3,578.2 3,071.4
3052 10,437.4 9,022.3 9,338.6 9,195.7 7,840.5 6,926.8
3557 12,729.6 10,760.1 9,030.5 11,415.9 9,551.7 8,702.4

14,858.0 12,081.6 10,074.9

1028 1,211.5 1,091.5 896.5 883.8 784.5 715.6
2038 3,704.3 3,164.8 2,766.2 3,075.4 2,600.2 2,360.5
3048 7,528.2 6,414.8 5,703.1 6,533.7 5,618.8 5,191.7
3553 9,280.6 7,893.7 6,901.5 8,398.2 7,019.2 6,656.2
4058 11,073.7 9,063.9 8,441.5 10,208.8 8,198.2 8,287.4

12,902.9 10,428.5 8,943.2

1025 948.9 866.4 980.8 733.9 673.0 641.0
2035 2,770.2 2,470.5 2,762.2 2,388.2 2,076.5 2,480.2
3045 5,325.3 4,734.7 5,514.2 4,906.7 4,228.7 5,463.1
4055 7,467.8 6,556.7 7,347.9 6,951.9 5,885.0 7,392.8
4560 8,607.0 7,516.4 8,994.4 7,926.7 6,605.6 9,477.8

10,646.7 10,892.0 10,683.6

設定条件 会社都合 自己都合

学
歴

勤
続
年
数

年
齢

支給総額
(A+B)
(千円）

支給総額
(A+B)
(千円）

大
学
卒
定年
(60歳)

高
校
卒
定年
(60歳)

中
学
卒
定年
(60歳)

設定条件 会社都合 自己都合

中
学
卒
定年
(60歳)

モデル退職金（業種別）６

支給総額
(A+B)
(千円）

大
学
卒
定年
(60歳)

学
歴

勤
続
年
数

年
齢

支給総額
(A+B)
(千円）

高
校
卒
定年
(60歳)

34



（単位：年、歳、千円） 表68

1032 1,476.7 1,158.3 723.0 1,237.3 1,277.8 -
2042 4,381.7 3,691.0 2,699.0 4,118.1 4,485.7 -
3052 8,857.6 7,553.8 5,204.0 9,671.4 9,968.2 9,614.0
3557 10,974.8 9,839.5 6,456.0 12,059.5 12,917.2 9,866.0

12,999.3 11,880.9 7,207.0 11,252.2 - -

1028 1,172.6 891.9 723.0 943.3 908.8 -
2038 3,544.6 2,748.4 2,699.0 3,181.3 3,814.4 -
3048 7,167.6 6,083.8 5,204.0 6,436.4 8,807.7 -
3553 8,887.2 7,984.9 6,456.0 8,813.0 11,600.5 -
4058 10,542.5 9,462.4 7,711.0 10,518.9 13,618.7 -

12,129.6 10,877.9 8,463.0 11,089.3 - -

1025 962.1 641.0 - 662.6 1,485.0 -
2035 2,752.4 2,275.6 - 2,041.0 1,670.5 -
3045 5,354.9 5,141.4 - 5,067.5 3,230.5 -
4055 7,688.9 7,355.0 - 6,335.4 5,886.5 -
4560 8,799.1 8,147.1 - 5,789.4 5,747.0 -

10,385.9 9,751.5 - - - -

1032 2,712.8 1,453.7 1,674.0 940.6 978.2 793.8
2042 9,404.6 4,369.8 2,232.0 2,564.1 3,882.2 3,071.4
3052 19,041.3 9,775.5 1,906.5 4,642.9 8,873.3 6,926.8
3557 22,967.9 10,389.9 2,167.5 5,859.7 11,382.9 8,702.4

24,957.8 12,726.0 2,274.5 - - 5,893.3

1028 1,979.1 1,191.2 1,674.0 730.6 695.5 715.6
2038 6,671.9 3,542.8 2,232.0 1,925.1 2,710.1 2,360.5
3048 13,727.7 6,838.4 2,790.0 3,394.0 7,132.4 5,191.7
3553 16,329.9 8,531.9 3,069.0 4,187.9 7,346.1 6,656.2
4058 18,121.1 9,847.8 3,348.0 5,016.3 9,351.4 8,287.4

23,022.6 11,841.7 3,348.0 - - 7,479.0

1025 2,577.0 1,044.9 1,674.0 475.5 190.0 641.0
2035 5,731.5 3,087.1 2,232.0 1,138.6 1,085.0 2,480.2
3045 8,824.0 5,783.1 2,790.0 2,137.0 2,215.0 5,463.1
4055 11,074.0 7,997.4 3,348.0 3,124.0 3,715.0 7,392.8
4560 12,199.0 9,645.4 3,348.0 3,685.4 4,415.0 9,477.8

21,700.0 12,009.8 3,348.0 - - -

業種別　比較

大
学
卒
定年
(60歳)

高
校
卒
定年
(60歳)

中
学
卒
定年
(60歳)

教
育
・

研
究
業

保
健
衛
生
業

接
客
娯
楽
業

製
造
業

建
設
業

運
輸
交
通
業

商
業

金
融
・

広
告
業

通
信
業

設定条件

学
歴

勤
続
年
数

年
齢

清
掃
業

そ
の
他

の
事
業

全
業
種
平
均

設定条件

学
歴

勤
続
年
数

年
齢

大
学
卒
定年
(60歳)

高
校
卒
定年
(60歳)

中
学
卒
定年
(60歳)
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退職金制度に関する調査 

 

Ⅰ 事業所に関する事項 

会 社 名  
従業員数 

（本支店の合計数） 

人  

（      人） 

所 在 地 
(〒  -    ) 

業種分類 
①製造業 ③建設業 ④運輸交通業 ⑧商業 ⑨金融・広告業 ⑪通信業 ⑫教育・研究

業 ⑬保健衛生業 ⑭接客娯楽業 ⑮清掃・と畜業 ⑰その他の事業 

記入担当者 

 
所属部署  

 
電話番号 

（内線      ） 

 

Ⅱ 退職金等に関する事項 

問１ 退職金支給の有無についてお尋ねします。 

１. 就業規則等に退職金支給規定を定め、支給している。 

２. 別に規定は設けていないが、その都度検討して支給している。 

３. 退職金の支給はないが、これに代えて餞別金（金一封）等を支給している。 

４. 退職金等一切の支給はない。 

 

問２ 退職金受給に必要な最低勤続年数は何年ですか。 

１. １年以上２年未満 ２. ２年以上３年未満 

３. ３年以上４年未満 ４. ４年以上5年未満 

５. ５年以上 ６. 定めていない 

 

問３ 退職金の支給形態は次のいずれによりますか。 

１. 退職一時金のみ ２. 退職年金のみ 

３. 退職一時金と年金の併用 ４. その他（具体的に          ） 

 

問４ （問３で、１、３、４と回答した場合）退職一時金支払のための準備形態は次のいずれによりま

すか。 

１. 社内準備 ２. 中小企業退職金共済制度 

３. 特定退職金共済制度 ４. 社内準備と他制度との併用 

５. その他（具体的に          ）  

 

問５（問４で、１、４と回答した場合）社内準備の保全措置として、どのような方法をとっていますか。 

１．銀行、その他の金融機関と保証契約を結んでいる。 

２．労働者を受益者とする信託契約を信託会社と結んでいる。 

３．退職手当保全委員会を設置している。 

４．その他（                    ） 

 

問６ 退職一時金の算定基礎額は何を用いていますか。 

 （４に該当する場合はその具体的方式もご選択ください。） 

１．基本給 ２．基本給＋諸手当 

３．基本給の一部  

４．賃金体系とは別途設定   

（４-① テーブル方式    ４-②定額方式 ４-③ポイント制方式） 

５．その他（具体的に          ）  

 

問７（問６で１、２、３と回答した場合）退職一時金の勤続年数別の支給率は、基本給（基本給＋諸手 

   当、基本給の一部）の何か月分ですか。 

   （定年退職の場合） 

勤続年数 
勤続 

3年 

勤続 

5年 
勤続 

10年 
勤続 

15年 
勤続 

20年 
勤続 

25年 
勤続 

30年 
勤続 

35年 
勤続 

40年 
支給月数 

（か月分） 
 

        

 

   （会社都合退職の場合） 

勤続年数 
勤続 

3年 

勤続 

5年 
勤続 

10年 
勤続 

15年 
勤続 

20年 
勤続 

25年 
勤続 

30年 
勤続 

35年 
勤続 

40年 
支給月数 

（か月分） 
 

        

 

   （自己都合退職の場合） 

勤続年数 
勤続 

3年 

勤続 

5年 
勤続 

10年 
勤続 

15年 
勤続 

20年 
勤続 

25年 
勤続 

30年 
勤続 

35年 
勤続 

40年 
支給月数 

（か月分） 
 

        

 

問８ (問３で２、３、４と回答した場合）退職年金の支払い準備形態はどれですか。 

１．厚生年金基金 ２．確定給付企業年金 

３．確定拠出年金（企業年金） ４．適格退職年金 

５．企業独自の年金（非適格年金） １. その他（具体的に          ） 

  

3
6
 



問９ 学校卒業後直ちに入社し、標準的な昇進経路を経た人が平成22年度に退職したと想定した場合 

  の退職金額について、下表の学歴・勤続年数等、設定条件にあてはまる退職金額等をご記入くださ 

  い。 

   なお、年金現価は何年間かにわたって支払うべき年金額の総額から、その間に生ずる利息分を除 

  外して現在の金額に換算した額とします。 

 

設定条件 会社都合 自己都合 

学
歴 

勤
続
年
数 

年
齢 

支給総額 
(A+B) 
(千円) 

  支給総額 
(A+B) 
(千円) 

  
一時金(A) 

(千円) 
年 金 現 価
(B) (千円) 

一時金(A) 
(千円) 

年 金 現 価
(B) (千円) 

大

学

卒 

10 32       

20 42       

30 52       

35 57       

定年 
(  歳)     

高

校

卒 

10 28       

20 38       

30 48       

35 53       

40 58       

定年 
(  歳)     

中

学

卒 

10 25       

20 35       

30 45       

40 55       

45 60       

定年 
(  歳)     

 

 

問10 適格退職年金制度は平成２４年３月末に廃止されますが、ご存知ですか。 

１. 知っている ２. 知らない 

３. 既に移行済み・今後移行を予定している ４. 制度を利用していない 

 

問 11 （問 10で３と答えた場合）適格退職年金制度の廃止に備えて、どのような制度に移行しました

か（又はする予定）かお尋ねします。 

１．中小企業退職金共済制度 ２．特定退職金共済制度 

３．調整年金制度（厚生年金基金制度） ３．確定給付企業年金制度 

４．確定拠出年金制度 ５．解約･企業年金制度の廃止 

６．未定 ６．その他（具体的に          ） 

 

問12 福岡労働局では、賃金や退職金の相談にお答えする『賃金制度改善相談窓口』を開設していま 

   すがご存知ですか。 

１．知っている ５. 知らない 

 

問13 今後、『賃金制度改善相談窓口』を利用したいとお考えですか。 

１．利用したい ２．利用したいと思わない 

３．その他（具体的に          ）  

 

問14 福岡労働局では、毎年１月または２月に『賃金･退職金セミナー』を開催していますがご存知 

   ですか。 

１．知っている ２．知らない 

 

問15 次回、『賃金･退職金セミナー』の案内があれば参加してみたいとお考えですか。 

１．参加したい ２．参加したいと思わない 

３．その他（具体的に          ）  
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